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肝がん死亡率↓

肝炎対策の推進 172億円+34億円
１ 肝炎治療促進のための環境整備 86億円

インターフェロン等による治療費助成

２ 肝炎ウイルス検査等の促進 34億円
肝炎ウイルス検査の実施
初回精密検査の助成
定期検査助成（年2回 非課税世帯）

３ 健康管理の推進と
安全安心の肝炎治療の推進 7億円

肝疾患診療連携拠点病院における相談支援等
家族支援講座の開催

４ 国民に対する正しい知識の普及啓発 2億円
知って、肝炎プロジェクト
自治体などによる普及啓発

５ 研究の推進 44億円
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肝炎対策のねらい
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※75際未満年齢調整死亡率
(人口10万対)

※肝がん死亡者数
年間３万人(H25)



公衆衛生対策としての肝炎対策
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公衆衛生対策公衆衛生対策

早期発⾒と早期治療による重症化の進展防⽌（２次予防）

目的

国及び地域の保健衛⽣⾏政により
地域住⺠全体の疾病予防

（感染症の発⽣・蔓延を防⽌）を⾏う

具体的内容

 予防対策
 医療提供体制の整備
 検査・治療のための組織化

※日本国憲法第25条において、⽣存権として、健康は国⺠の
権利であると規定されている。

※Winslowによる公衆衛生の定義：「公衆衛生とは、組織化された
地域社会の努⼒を通じて、疾病を予防し、寿命を延⻑し、⾝体的
及び精神的健康と能率の増進をはかる科学であり技術である」

検査による早期発見

 診療体制の整備

 治療法の進歩

 検査体制の整備

 無料検査の実施

肝炎対策の具体的内容

健康増進法

感染症法

医療法

肝炎対策基本法

地域保健法

地域保健活動

早期の治療介入



Saga Medical School, Liver Center

精密検査を受
けた肝炎患者

抗ウイルス治療受療に
関する相談・支援

治癒
進展防止策
定期観察

県内の肝炎ウイル
ス検査の未受検者

肝炎ウイルス
陽性患者の相談

相談・保健指導

保健所
市町村

初回精密検査

かかりつけ医

病院

専門医
による治療導⼊
方針決定

精密検査の
受診勧奨

治療に対する
動機づけ・支援

肝炎ウイルス検査

肝炎ウイルス検査の受
検率向上

かかりつけ医
による治療継続

他疾患のために通院する
ウイルス陽性患者、通院
しない肝炎患者

他疾患のために通院
するウイルス陽性患
者、通院しない肝炎
患者

健診機関

健康講話
啓発イベント

かかりつけ医

ステップ1「受検」ステップ1「受検」 ステップ2「受診」ステップ2「受診」

ステップ3「受療」ステップ3「受療」
ここまで辿り着いて初めて
肝がんのリスクが減少する

インターフェロン等の治療

佐賀大学肝疾患センター（拠点病院）作成資料を改編

自治体による啓発

肝炎対策のステップ
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Saga Medical School, Liver Center

精密検査を受けた
肝炎患者

抗ウイルス治療受療に
関する相談・支援

治癒
進展防止策
定期観察

県内の肝炎ウイ
ルス検査の未受

検者

肝炎ウイルス
陽性患者の相談

相談・保健指導 初回精密検査

かかりつけ医

病院

専門医
による治療導⼊
方針決定

精密検査の
受診勧奨

治療に対する
動機づけ・支援

肝炎ウイルス検査

肝炎ウイルス検査の
受検率向上

かかりつけ医
による治療継続

他疾患のために
通院するウイル
ス陽性患者、通
院しない肝炎患
者

他疾患のために通
院するウイルス陽
性患者、通院しな
い肝炎患者

健診機関

健康講話
啓発イベント

かかりつけ医

ステップ1「受検」ステップ1「受検」 ステップ2「受診」ステップ2「受診」

ステップ3「受療」ステップ3「受療」

１）

２）

３）

佐賀大学肝疾患センター（拠点病院）作成資料を改編

インターフェロン等の治療

啓発事業展開

啓 発
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保健所
市町村

国、自治体
拠点病院
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肝炎克服に向けた効果的な広報戦略の実施

限られた予算の中で効果を最大限に高める展開
⇒ 国・地⽅公共団体間の役割分担の下に効率的な事業運営を⾏う

国主導の施策展開（知って、肝炎プロジェクト）

「知って肝炎プロジェクト」を機転として、企業、国⺠、地⽅自治体の⾏動を誘因する仕掛けをすることで、
国⺠運動の効果に拡がりを持たせ、投入効果を最大化する。

肝炎対策に係る地方自治体の取組に差がある中で、国として基本的・標準的な内容の周知や取組が
重要な地域への広報など、全国規模から⾒て普及の均てん化を図る。

表敬訪問

地方独自の施策展開

管内における肝炎対策の状況を踏まえ、きめ細かい
広報施策を実施することで、地域独自の課題を解決

Web展開 シンポジウム開催 広報資材制作

広報施策の⽴案
戦略的

広報施策の
展開

地域の
政策課題を
解決

地方自治体
による
独自の
広報施策

施策効果

広報イベントと連動した
肝炎ウイルス検査の同時展開



肝疾患診療連携拠点病院が果たしている役割

市町村・保健所

今後の役割今後の役割充実した実績充実した実績幅広いミッションを遂⾏幅広いミッションを遂⾏

肝疾患診療連携
拠点病院

肝疾患診療連携
拠点病院

総合的で幅広いミッションを一貫的に
遂⾏する地域の肝炎医療の基盤

事業所

肝疾患診療連携拠点病院

１．中核機能１．中核機能

２．教育・普及活動機能２．教育・普及活動機能

３．研究推進機能３．研究推進機能

４．受検・受診促進機能４．受検・受診促進機能
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地域医療機関

技術支援

 出張型検査の実
施、出前講話

 健康経営の推進

• 専門医の支援
• かかりつけ医の

水準確保

肝炎治療コーディネーター養成

 養成
 活動支援

肝疾患診療連携拠点病院として
地域の肝炎医療を牽引

肝疾患の診療ネットワークの司令塔
として地域ぐるみの対策を推進

肝炎医療に携わる人材の育成、
地域住⺠・患者への広報

インパクトのある
新しい医学エビデンスの提供

肝炎患者掘り起こし、
受検者数の確実な増加

連
携
支
援

国⽴国際医療研究センター
肝炎情報センター



肝疾患診療体制の整備肝疾患診療体制の整備

情報提供 研修会主催

肝炎情報センター

拠点病院支援

肝炎情報センター

肝疾患診療レベルのさらなる向上肝疾患診療レベルのさらなる向上

肝炎対策の加速化・強化肝炎対策の加速化・強化

平成20年度〜27年度
平成28年度〜

改革改革

肝炎情報センターを起点とした肝炎医療均てん化の推進肝炎情報センターを起点とした肝炎医療均てん化の推進

支援体制の
集中化・強化 肝炎対策を先導

情報発信・共有
（双方向性）

人材育成
（水平展開）

拠点病院支援
（課題分析・最適化）

⾏政施策の実証
（政策提言・協働）
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拠点病院の役割と補助事業(肝疾患相談支援センター)

のKPIに乖離が⽣じている

肝疾患診
療連携拠
点病院

自治体支
援機能

肝炎医療
の均てん化

教育・普及
活動機能

相談支援
機能

研究推進
機能

地域対策
推進

肝炎の克服
(肝がん死亡率の減少)

拠点病院が果たしている役割拠点病院が果たしている役割現在の補助事業のKPI現在の補助事業のKPI

相談支援
機能

現在は単一の活動指標
（相談支援業務に係る活動量）

のみで評価

事業の
課題点

※KPI(成果指標：Key Performance Indicator)

8



肝疾患診療連携拠点病院の役割に応じた

KPIの再設定

事業の
改革

１．KPI再設定の考え方１．KPI再設定の考え方

 肝疾患診療連携拠点病院の活動は、相談⽀援機能だけでなく多岐に渡って活動しており、
単⼀の指標で成果を評価する現⾏の⽅式では限界が生じている。

 このため、肝疾患診療連携拠点病院の活動プロセス全体を評価できる指標を再設定する。

 今後、再設定した新たな指標のレビューを通じてPDCAサイクルを実施する。

２．KPI再設定案２．KPI再設定案

目的・役割 KPI 設定の考え方

 早期検査
 早期受診

管内の受検者数 ※肝がん死亡率減少に向けた重要指標

管内の診断件数 ※早期介入による重症化予防の推進

 教育
 肝炎医療均てん化

肝炎コーディネーター養成数 ※検査や治療を思い留まっている⼈の⽀援

研修実施件数 ※肝炎医療に携わる⼈材の育成の推進

 自治体支援
 相談支援機能

照会件数（肝炎コーディネーター
のフォローアップ、市町村等への
技術支援を含む）

※市町村や都道府県の支援を通じた肝炎対策の
推進

 地域対策の推進 出前件数 ※出張型検診、健康経営の推進 9



肝炎患者等支援対策事業費（⾒直しの方向性）
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１．事業の課題点１．事業の課題点

（１）肝疾患診療連携拠点病院向け事業（１）肝疾患診療連携拠点病院向け事業 （２）都道府県向け事業（普及啓発）（２）都道府県向け事業（普及啓発）

 相談件数が伸び悩むなど、期待される役割
に対して、肝疾患診療連携拠点病院の取
組みが不⼗分で、拠点病院間で格差が生
じている

平成28年度概算要求に反映（肝炎克服に向けた事業の構造改⾰）

２．⾒直しの視点２．⾒直しの視点

 重症化予防の推進の観点から、陽性にも
関わらず医療機関を受診していない者が多
いことに対処するため、広報の充実が求め
られている

 国・都道府県の役割分担により、事業を効
率的に⾏うことが課題になっている

質の高い肝炎医療提供体制に改革

 全国どこでも質の高い肝炎医療や相談を
受けられるよう、肝疾患診療連携拠点病
院の全体の水準を引き上げる

 肝炎医療及び相談体制の質の充実を⽬
指し、肝炎情報センターの機能強化を図
る

肝炎予防・肝炎医療の強力な推進に寄与

 国の広報事業である「知って、肝炎プロジ
ェクト」と都道府県事業の密接な事業連
携の構築を⾏う

 特に、都道府県において陽性者の受療
促進のため取組を強⼒に推進する


